
那珂川町告示第29号

１　職員の任免及び職員数に関する状況

※本状況については、期日等が記載されたものを除いては、令和7年4月1日から

　令和8年3月31日までのものです。

　(1)　職員の任用状況

　　①　試験・選考に関する制度の概要

　　②　採用試験による採用者数 9 人

　　③　選考等による採用者数 0 人

　　④　その他の任用 0 人

　　⑤　昇任の状況 課長職（含む主幹） 2 人

課長補佐職 3 人

係長職（含む主査） 8 人

　(2)　再任用制度の実施状況

　　①　制度の概要

　　②　職員数 6 人

　(3)　職員の離職状況

　　①　定年退職者数 0 人

　　②　早期退職応募による退職者数 0 人

　　③　普通退職者数 6 人

　　④　分限免職者数 0 人

　　⑤　懲戒免職者数 0 人

　　⑥　失職者数 0 人

　　⑦　死亡退職者数 0 人

　　⑧　その他 1 人

那珂川町長　益　子　純　恵

人 事 行 政 の 運 営 の 状 況

　定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、常時勤務を要する職に採用す
ることができます。基本的には、１年を超えない範囲内で任期を定めることとなっていま
す。

　那珂川町の人事行政の運営等の状況について、那珂川町人事行政の運営等の状況の公
表に関する条例（平成17年那珂川町条例第25号）第3条第1項の規定により、次のとおり
公表する。

令和8年8月31日

　競争試験は、職務の種類に応じて区分し、また、必要と認める場合は、職務の複雑と責
任の度に応じて、中級試験及び初級試験を行います。また、競争試験の全部又は一部を栃
木県人事委員会に委託して行うことができます。
　なお、選考により採用する職については、単純な労務に雇用される者の職や法令上の資
格又は特定の知識若しくは技能等を必要とする職などがあります。
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　(4)　職員の在職状況（令和8年4月1日現在）

　　①　職種別・年齢階層別職員数 （単位：人）

区 分 合 計 18歳未満 18・19歳 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳

合 計 211 0 2 14 27 26 36

一般行政職 132 1 11 20 14 22

税 務 職 14 1 2 4 3

医療･技術職 2 1

看護･保健職 7 1 1 2 2

福 祉 職 32 1 2 2 5

企 業 職 12 1 3 2

技能労務職 1

教 育 職 11 1 1 2

区 分 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60～65歳

合 計 24 17 17 15 19 6 8

一般行政職 11 7 10 10 14 6 6

税 務 職 1 1 2

医療･技術職 1

看護･保健職 1

福 祉 職 7 9 4 1 1

企 業 職 3 0 1 1 1

技能労務職 1

教 育 職 2 1 3 1

　(5)　定員管理の状況（令和8年4月1日現在）

　　①　定員の状況

職 員 数 差引増減

町長の事務部局の職員 156人 △ 77人

議会の事務局の職員 3人 △ 2人

教育委員会事務局、学校その他教育機関の職員 40人 △ 39人

選挙管理委員会の事務局の職員 兼任 5人

監査委員の事務局の職員 兼任 3人

農業委員会の事務局の職員 兼任 3人

12人

211人 △ 118人

　　②　部門別職員数の推移(各年4月1日現在）

区 分 （人） （人）

部 門 令和6年 令和7年 令和8年 令和6年 令和7年 令和8年

議 会 3 3 3 0 0 0

総 務 46 43 43 0 △ 3 0

税 務 13 12 13 1 △ 1 1

農 水 16 16 16 △ 1 0 0

商 工 4 4 4 0 0 0

土 木 10 9 9 1 △ 1 0

小 計 92 87 88 1 △ 5 1

民 生 48 46 47 △ 2 △ 2 1

衛 生 12 12 13 0 0 1

小 計 60 58 60 △ 2 △ 2 2

152 145 148 △ 1 △ 7 3

教 育 39 40 40 2 1 0

小 計 39 40 40 2 1 0

水 道 8 8 8 0 0 0

下 水 道 4 4 4 0 0 0

そ の 他 14 11 11 2 △ 3 0

小 計 26 23 23 2 △ 3 0

217 208 211 △ 3 △ 9 3

5人

職　員　数

233人

特別行政

一 般 行 政 計

福祉関係

福祉関係
除く一般
行政

14人

79人

兼任12人

兼任 5人

対前年増減数

10人（うち兼任6人）

部 局 条 例 定 数

地方公営企業法に基づく水道事業に従事する職員

合 計

公営企業等

325人

総 合 計
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　　③　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

単位：人、％

年度 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年 令和8年

退職者
（早期含む）

次年度新規
採用者数

２　人事評価の実施状況

　　　職員一人ひとりの能力や実績を適正に評価するため、職員がその担当する業務において

　　「その業務の遂行状況や達成状況」「その遂行課程での頑張りや努力」、及び「その遂行

　　過程で発揮した能力」の3つに着目し評価を実施した。

３　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況

　(1)　人件費の状況（普通会計決算） ※令和7年度決算額

歳出額 実質収支 人件費 人件費率
Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％

13,702 10,384,309 811,904 1,840,578 17.7

　(2)　職員給与費の状況（一般会計予算）
職員数

Ａ 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計　Ｂ
人 千円 千円 千円 千円 千円

194 714,537 138,904 303,560 1,157,001 5,964

　＊職員手当には、退職手当を含みません。

　(3)　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和8年4月1日現在）

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
円 円 歳 円 円 歳

306,800 364,500 38.5 241,900 255,600 61.7
　＊給与月額とは、給料及び職員手当（期末・勤勉手当等を除く。）の

　　合計額をいいます。

-8

16

累計削減員数

△ 0.5

削減者数

12

210

7 8

217

15 10 16

削減率

214職員数

　最小の職員数で最大の行政効果をあげることができるよう、職員数の数値目標を掲げた
定員適正化計画を策定し、実施した実績値は下記のとおりです。

209

8

△ 3.8

79 82 79

26.3

給 与 費

令和8年度

88

R8.3.31現在
令和7年度

累計削減率

13

7

217 211

1.4 △ 1.4 4.1

-13 △ 3 9

27.3 26.3 29.3

87

29.0

 １人当たり
 給　与　費
　　　 Ｂ/Ａ

技 能 労 務 職一 般 行 政 職

区 分 住民基本台帳人口

　＊人件費には、職員の給与、特別職に支給される給料、報酬等が含まれています。

区 分

人
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　(4)　職員の初任給の状況（令和8年4月1日現在）

大学卒

高校卒

大学卒

高校卒

　(5)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和8年4月1日現在）

大学卒

高校卒

大学卒

高校卒

　(6)　一般行政職の級別職員数の状況（令和8年4月1日現在）

区　分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級
標準的な職務 主事(補)､技師(補) 主事､技師 係長､主査 課長補佐､係長 課長､主幹、課長補佐 課長､局長､主幹 課長､局長､主幹

職員数 26人 25人 22人 25人 15人 13人 0人

構成比 20.6% 19.8% 17.5% 19.8% 11.9% 10.4% 0.0%

　＊那珂川町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　＊標準的な職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　(7)　職員手当の状況（令和8年4月1日現在）
区 分

期末手当

勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置有り

区 分

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

定年前早期退職者に対する特例措置有り（2～45％）

配偶者 月 0 円

扶養親族たる子 月 13,000 円

扶養親族たる父母等 月 6,500 円

満16歳から満22歳までの子の加算 月 5,000 円

住居手当 月額上限 28,000 円

電車・バス通勤者 実費額
自家用車通勤者 月2,000円から上限66,400円まで

駐車場等の利用 月 5,000 円

地域手当 支給率 4 ％ 国の制度 4 ％

　正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員に、その勤務した時
間数に応じて支給される手当です。

特殊勤務
手当

退職手当

24.586875月分

28.0395月分

47.709月分

借家・借間（家賃月額16,000円を超える場合）

扶養手当

時間外勤務
手当

早 期 退 職 募 集 ・ 定 年

　著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務等に従事する職員に対して支
給される手当で、滞納整理事務、用地取得等交渉業務、汚物等処理作業な
どがあります。

2.125月分1.0625月分

39.7575月分

47.709月分 47.709月分

自 己 都 合

33.27075月分

19.6695月分

区 分 経験年数10年以上15年未満

期末勤勉
手当

技能労務職
          －

          －

295,000円

265,800円

1.2625月分

1.0625月分

236,300円

区 分

          －
技能労務職

232,000円

211,600円

223,200円

一般行政職

          －           －

職の職制上の段階、職務の級等による職員の区分に応じた調整額の加算有
り

通勤手当

1.2625月分

経験年数20年以上25年未満経験年数15年以上20年未満

323,700円

          －

285,200円
一般行政職

          －

６月期

2.525月分

          －

200,300円

225,600円

決定初任給 採用２年経過日給料額

302,900円

計１２月期

365,800円
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　(8)　勤務時間の状況

　　①　１週間の勤務時間 38時間45分

　　②　１日の勤務時間 7時間45分

　　③　執務時間 午前8時30分～午後5時15分

　　④　休憩時間 正午から午後1時まで

　(9)　年次有給休暇

　　①　制度の概要

　　②　取得状況（令和7年度）

　　　年次有給休暇総取得日数 2,707.5 日

　　　年次有給休暇平均取得日数 14.1 日

※派遣職員、育児休業取得者等を除く。

　(10)　特別休暇

　　①　導入状況及び制度の概要

　　②　取得状況（令和7年度）

　　　特別休暇総取得日数 1,385 日

　(11)　育児休業及び部分休業

　　①　制度の概要

　　②　利用状況（令和7年度）

　　　育児休業及び部分休業総取得日数 1,532 日

　(12)　介護休暇

　　①　制度の概要

　　②　取得状況（令和7年度）

　　　介護休暇取得者数 0 人

　(13)　病気休暇

　　①　制度の概要

　　②　取得状況（令和7年度）

　　　病気休暇総取得日数 720 日

　職員の心身の疲労を回復させ､労働力の維持培養を図ることを目的とするもので､原則と
して、職員の請求する時季に有給かつ無因で与えられる年間一定日数の休暇をいいます｡

　選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由（専ら職員側の私生活
上ないしは社会生活上の事由）により職員が勤務しないことが相当である場合における休
暇をいいます。特別休暇には、主なものとして、夏季休暇、慶弔休暇、母性保護休暇など
があります。

　職員が配偶者等、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により一定期間にわ
たり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当である
と認められる場合における休暇をいいます。

　職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日までの期間につい
て、育児休業をすることができます。また、職員の請求により、公務の運営に支障がない
と認めるときは、職員がその３歳に満たない子を養育するため、１日の勤務時間の一部に
ついて勤務しないこと（部分休業）を承認することができます。

　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得ないと
認められる場合における休暇をいいます。
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　(14)　修学部分休業・高齢者部分休業

　　①　制度の概要

　　②　利用状況（令和7年度）

　　　修学部分休業取得者数 0 人

　　　高齢者部分休業取得者数 0 人

４　職員の分限処分及び懲戒処分の状況

　(1)　分限処分

　　①　制度の概要

　　②　分限処分の状況（令和7年度）

休職者 5 人

免職者 0 人

　(2)　懲戒処分

　　①　制度の概要

　　②　懲戒処分の状況（令和7年度） 0 人

５　職員の服務の状況

　(1)　地方公務員の服務規律の概要

　(2)　服務規律の確保のためにとった措置の概要

　(3)　営利企業等の従事の状況（令和7年度）
10 人

　「選挙時における職員の綱紀粛正について」、「夏季における職員の執務環境の向上に
ついて」、「年末年始における職員の厳正な服務規律の確保等について」など、文書によ
る綱紀粛正に関する措置。

　職員は、住民全体の奉仕者として、公務を民主的かつ能率的に処理すべき責務を深く自
覚し、法令、条例、規則等及び上司の命令に従い、誠実かつ公正に職務を遂行するものと
されています。

　職員が申請した場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務に関する能
力の向上に資すると認めるときは、教育施設における修学のため、２年間を限度に１週間
の勤務時間の一部について、勤務しないこと(修学部分休業)を承認することができます。
　また、職員が申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、その職
員に係る定年退職日から５年間さかのぼった日後の日で、申請において示した日からその
定年退職日までの期間中、１週間の勤務時間の一部について、勤務しないこと（高齢者部
分休業）を承認することができます。

　職員が、勤務成績が良くない場合、心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又は

これに堪えない場合などに該当する場合においては、その意に反して、降任又は免職する

ことができます。また、職員が、心身の故障のため、長期の休養を要する場合、刑事事件

に関し起訴された場合に該当する場合においては、その意に反して、休職することができ

ます。

　職員が地方公務員法又はこれに基づく条例、規則等に違反した場合、職務上の義務に違
反し、又は職務を怠った場合、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合に該
当する場合においては、これに対し、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分を
することができます。
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６　職員の退職管理の状況

     令和7年度末に定年退職した対象職員の再就職状況

町再任用職員 町会計年度職員 外郭団体等 民間企業等

課　長 0 0

主　幹 0 0

係　長 0 0

計 0 0 0 0 0 0

７　職員の研修の状況

　　研修の実施状況（令和7年度）

栃木県市町村振興協会研修 23講座 25人受講

20講座 130人受講

15講座 16人受講

3講座 34人受講

　　　派遣研修（国・県・その他の団体等に対し職員を派遣して行う研修）

栃木県長期研修 栃木県総合政策部市町村課 1人

栃木県県土整備部烏山土木事務所 0人

地方税協働徴収担当派遣 1人

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

　(1)　職員の健康の保持増進対策

受診者数

102人

91人

193人

　(2)　労働安全衛生に関する事項

メンタルヘルスチェックの実施 1 回

　(3)　災害補償の実施状況

公務災害認定件数　 1件

９　勤務条件に関する措置の要求の状況

　　　係属事案はなく、令和7年度に新たな措置要求はなかった。

１０　不利益処分に関する不服申立ての状況

       

　　　令和7年度に新たな措置要求はなかった。

１１　職員からの苦情の処理の状況

　　　該当なし

再就職者計
再就職先

退職時職位 退職者数

人間ドック

塩谷･那須南ブロック市町村職員研修協議会研修

区分

定期健診

総合検診

合計

町独自研修（議会傍聴研修他）

30歳以上の全職員

摘要

全職員 健康診断

　職員の公務上の災害について、地方公務員災害補償基金栃木県支部に加入

対象者

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

栃木県矢板県税事務所

　　　一般研修（職員として必要な一般的知識及び技術又は技能を修得させるために行う研修）
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